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〔はしがき〕
小稿は、》 Kie1er Hi自torische Studien 《の Band I. 
として、 19 6 6年kStuttga r七で干l府された、 G.江nt er A br a.m-
owe k i, Das G e自Chi cht目bil.d Max Webe r自， Universal-
geschichte am Leitfa.den de自 Okzidcnta.1en R a七iOna-
1 i s i er u n gs pro z e自自由自の n. Vergleichende Strukt u四
ranalysen zur Ge自chichte der europa.ischen Sta-
dt und des europa.ischen Burgertumsの紹介の一部である。
原論文はMax Webe rの都市輸の批判的聖書約を目的とするものであるが、We-
be r都市輸がその構成と立論の上からその読解が必らずしも容易でないととで
知られ、国際的にも本稿の著者が指摘する通D、それの本格的左批判的研究を
未だみてい念い、現状の中で、Abra.mow目kicのとの論文はWebe rの立論の
骨子の、出来るだけ価値自由念あどっけと要約判び関連文献の欄すという点
で、注目すべきものをもっ数少い文献のーっと思われるとと、とれがこの論文を
以下で招介しようとする動機である。本章はとのあと 2節として Ant ike 
und mitte1a1ter1iche Stadtが続いているがとれを紹介すると
とは、紙数関係から機会を改めて他日を期するととKしたい。
都市と市民はマックス・ウェパーの業績の中心テ」マである。とれらの対象Kついて
の彼の研究はまたしても西欧の社会構造の普遍史的念特性の諸条件Kついての諸問
題の範囲の中K位置するととU喰ってhる。文化時代の移行Kとって決定的念意義をもっ
アジア陥ける都市街i肢の起源が研究されねばならぬととは確かである久九パーの
見解Kよると、ヨーロツパ史の独自性、革命性、現在規定的念力を、合理化への傾向K
よってっくり出したものは、古代的念らびK西欧的特徴をもっ西洋都市と著しい積荷亡
bいて結びヨ庁びハる。即ち、ナ廿てギリシ守の思考方法は魔術的左諸制約から解放さ
れていたとと了論説厳叙述の展開、精密念数学的問実験的念自然科学、
シュタム
とocローマ法Kみられる法思考の合理化、さらKはジッベ的念らびK種族的
~制約からの人間の解放、そのよう Kして解放された諸個人が、 政治的念市民
の自由と平等の理念を育成したととろの政治的K能動的念市民団体K、統合され
たとと念どである。とはいえ中世都市の範囲内では、西洋にたいては、特殊の市
民身分と特異念経済的念市民が、発生した。西欧のみが、市民革命を経験したの
であって、近代への突破を遂行した市民革命の勝利とともK近代の市場関係にも
とづく社会が確立された。その関係の中では、もはや古い身分的、封建的な社会
秩序になける如き出生と身分的特権ではなくして所有と諸個人の達成が、その人
聞の社会的地位を決定するととKなった。階級としての市民、即ちプルジョワジ
ーが登場しそれとともK産業フ．ロレタリアートもまた姿をあらわすに至った。と
うした社会的左変革と関連して合理的、官僚制的左国家機構、即ち近代国民国家
と国民主義市民的自由主義と議会主義が成立した。
市民の発生のもつひとつの基盤は、合理的左産業資本玉義であるが、との資本
主義念しκは近代の変革過程は到底考えることのできないものである。西欧と北
米の市民層はその担い手であり開拓者であった。と Lではっきりと注意すべきと
とは、マ，クス・ウエパ－vcとって「合理的・資本主義的」というととと「市民
的Jというとととは、同義の概念であるという ζとである。彼Kむいては近代資
（。
本王義は、「市民的左経営資本主義」として現われ、「工業労働の市民的・私経
済的組織）2！、によって特徴つけられている。つま P経済的偶主齢、 16、 7
世紀以降、西欧で貫徹し始めた「市民的生活の合理化」の構成要因として現われ
(3）メトーデマシ＇＝＇－
たのである。方法的左生活の遂布、戦業労働なよび企業者活動の精神即ち近代資
本主義の精神はもともとカルグアン主義的、ピュウリタン的市民のエートスの中
にその根基をもってbり、そのととはウェパーが、＜ ！？かえし次のよう念事情K
即して挙示したところである。即ちその事情とはカJレグアン主義ヒMユウリタ＝ズ
ム沿よび、プロテスタントの諸ゼクテは、それらの合理化の活動を、そうした諸
傾向の影響範囲である中小の市民層併で展開したというとと、とれであが
総じてキリスト教は、「倫理的念救済宗教念らびに人格的念宗教」としてその
成長の地盤を王K都市の中にもち、そとを拠点として〈りかえし、それの傷跡L的
(5) 
ならびに魔術的念堕落に抵抗してきている。阜くも初期キリスト教は何よりもま
一2-
ず、古代の都市住民の中でその伝導活動を行い、その活動の生涯を、「遍歴手工
業者の教説jとして開始したのであった。「古代と中世訟よびピ品ウリタ＝ズム
。時期~:Jo-ける、それの外的念らびK内面的な飛躍の全時期を通じて、それは全
〈特殊K都市的念、とDわけ市民的左宗教であったし、またありつ三けている。
その特徴的左姿~:Jo-ける西洋の都市と市民は、一般的にそとでのみ市民が成立し
プノイマテイヴシユ
たという意味で、古代の聖霊的教団宗教にとっても、また中世最盛期の托鉢僧団
にとっても、さらにはピエテ 4ズムからメソデイズムK至るまでの宗教改革時代
(6) の諸ゼクテにとっても、主要念活動舞台と左ったのであった。 j
(1）比 Weber, Ge sammelte Aufsatze zur Religionsso・
ziologie, （以下R. 自．と略記JBd I. S. 1 0 
(2) a. a. o. S. 1 95, Anm 2 
(3) a. a. o. S. 2 6 5 
(4) a.a.o. s.2Qf,49f.,,168Anm.4,184Anm1195,213,u.o' 
合理化への傾向は市民の生活態度そのものの中K基礎をもってい左いのでは
左いか、という尤も念問題KついてはM. ウエバニーは、そのプロテスタンテ
イズム論文では立ち入って論じてい念い。そのてんについては、 Alfred
v. Martin; Ratio und Dynamik der Kapitalistisc-
h e n En t w i c h 1 u n g, i n ; .o r d n u n g u n d F re i h e i七， Fr日
ankfur七 a,M. 1956, s. 122-157をみよ。
(5) M. ウエパーはとうした主張を、市民的なメンタリテートとキリスト教の
救済宗教性との関連は決して「一義的K明白」では念いというととを指摘す
るととKよって限定を付している。 Wir七日chaft und Gesel.l.sc-
haft, （.以下、 W.u. Gと略記，） s, 2 9 3 f，；乱 S.Bd I, S24 Of.キリ
スト教の信仰の内容を市民的左階級利害関心から社会学的に説明しようとす
る乙とは、彼とは徹頭徹尾無縁である。当然のととながら、キリスト教会と
諸ゼクテは非市民的諸階層の中Kもその足場をもっている。キリスト教会の
分裂は例えば、 16世紀の時期の身分的な社会層編成を縦断する形でつまタ
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「垂直的VCJ(6Senkrecht und Vertikal11)VC行われた。G,eaa-
mmelte Aufa.atze zur Sziologie und Sozialpolitk. 
（以下s.s p団自己） S.465.それ.VCi:O•！..わらず、ウェパ→立、と〈作市民層カミキ
リスト教が、撤回宗教」で初、「数済宗教」であると同時K「合理的、倫理由様
教」である限！）VCi.ヤ可それK対ナる明白衣傾向性をもってhるととを確認でき
ると考えている。 w,u.GS,293.ととろで、初期キリスト教の考えKぉ々πは、
「異教徒」という概念は、農民（ paganua）の概念と重なP合ってν九また
中世の教会は農民を「線本的Kはキリスト者としては低い地位Kあるものと
して、常K最も低い評価で以って」取り扱ったのである。 w.u.G287
(6) R. S, Bd I, S. 24 Q. 
I、西洋の都市とアジアの都市
さきKあげた引用の中でM ・クエバ－vcよって語られた西洋の都市の普遍
史的念「独自性」は制度史的にみたばあい、どのような重要性をもっている
(7) 
か？ われわれは、との問題K対する解答を、彼が行った経済史講義の中
の市民についての章κ見出す。そとで都市と市民は、近代資本主義の前史の
観点の下でとり扱われている。またウェバーは、 ζの問題κついてその「経
済と社会Jvc収録された論文「都市」にかいてさらに立ち入った論及を加え
てなれとれは普遍史的念素材をもっアジア的PXび西洋的都市衛！肢の比較
(8) 
類型学の試みと念っている。 ウzパーによると、古典古代的bよび中世最
盛期の都市を特徴っけ、しかも西洋以外の都市類型からそれを区別する所以
のものは、「アンシユタルト的Kグゼルシャフト化された」独自の機関をも
っ市民の団体としての性質であって、との市民は特別法と普通法の下K立ち
(9) 
ζの意味K沿いて法仲間である。 商業と工業の中心としての都市、行政中
心地なよび居住地としての都市、君主国家主テよび世界帝国K従属する地域と
しての都市は、都市文化を形成するK至った世界ではどとでも存在したのK
対して一定の類型をもっ都市制度の形成は、西洋にのみみられたま』である。
つまりポリス、キグイータスとコムミュンの形をとった自律的都市グマイン
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デ、それは自らを統治し行政を行い裁判し防衛し課税する市民団体であるが、
仰とうしたものは西洋のみにみられた都市類型であった。 都市が法的Kも政
治的同自立的枝記砧として存在したのは西洋仰いてのみであ夕、用
語の全き意味で都市市民が存在したのはと~~沿いてのみであったーーとれ
が、 M • ?.x.パーの中心的念主張である。
(7) Wi r ts chaf t日geechi chte （以下Wg. と略記，） s. 270・289
（紛 W. u. G. 735-822；：最初、 Archir fur sozial.Wteeenec-
ha f七 und soz ia工pol.itek Bd47 (1921) s. 621ff~発表さ
れ角。以下でのべる．当然の ζと念がら簡略化された形でのM・ウzパーの
都市類型学の要約は、との「都市」以外の論文では、「古代農業事情J
(Agrarverh.al.主nieee im A工七ertum) Ge目ammelte 
AUfeatze zUr 日ozia 1・und Wirta cha f七自geechichte 
（以下SWgと略却の1～288,:!:I-よび、「古代文化没落の社会的根拠」
(Die eozi&l.en Griinde des Untergan Z自 der anti-
ken Kul.tur) Swg S. 289-311、さらに「儒教と道敬J伝onfu-
zianiRmue und Ta.Oiemue）と「ヒンヅー教と仏教J(Hindu-
iemue und Buddi日mus）κbける、都市史の観点からみて重要念い
くつかの部分があげられる。 M・ ウエバーの都市社会学的な研究を立ち入っ
て研究したものはとれまでK存在してい念い。手頃念入門書としては、 R
BendixのMaxWeber. 1 964. S. 60f fがある。
(9) W • u . G • 7 5 1；さらにW. u. G. 7 4 4. W g 2 7 3. 
同 o. Brunnerもまた、 M. ワzパーと一致した形で、また彼の都市類型
学を引き合いK出し念がら、古代会よび中世の都市に固有の、そうして「ア
ジアのJ（会よびロシアの）都市のタイプからそれらを区別するメルクマー
ルをとの「団体としての性格J "Verbandee charakte rうの中に
看取している。 o.Brunner; Stadt und Bu"rgertun in der 
europa i日chen Geschichte. in;NeueWege der Sozio-
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ale; e日ehte. Gof:fingen 1956 S. 80f:f. bee. S. 81f.それ
以外の点でも、 Q.Brunnerl'(よる、東洋都市西洋都市の、古代都市と中
世都市また中世の南欧都市と北欧都市との特徴規定はM. ウエパーのそれと． 
一致している。 Hiatoria Mundi Bd 6 Bern 1958 s. 344の
中の同じ著者による章「都市」を参照のとと。さらに、 Franz B t e in -
bac hの部分的にM. ウエパーに結びつく労作、 stadtgemeinde und 
Landgemeinde, Studien zur Geschichte de日 BUー
rgertums I. Rhein i自che Viertel.jahreabll. 13 
( 1 9 4 8) • s. 1 1 f fが参照される。同じ著者による Der geachic h由
七liche Weg de日胃irtsc.:haf七enden Menschen in 
die aoziale Freiheit und politiache Verantw-
ortung (Arbei七日gemeinachaft f. Fo r目chg. d. 
Landes Nordrheinwe a七fal.en. H. 15) .K001n •Qp1a ・
den 1954; Edith Ennen; Friihgeachichte der 
europaiachen Stadt. Bonn 1953. 
さしあたり、われわれは、古代都市をウエパーが、その比較類型学の中でど
のように叙述しているかにいちべつを投げてみる ζとにしよう伊 ζ吋船旅
位置するものはシノイキスモス即ち、一定の防備を施された場濯を、めぐらし
シュタム h命
て貴族念いし王の指導の下で農民的種族が集住するととである。やがてポリス
が、「グマインデ」へと発展すると王の権力は指導的念貴族門聞の手K移ると
とになる。「古い城廓王国の授封貴族は王の苅Eから自己を解放し・・・…自ら
を一個の、自治的念、軍事的K編成された都市グマインデとして構成した。q
戦斗という職業のために訓練され土地と隷属者を所有するととKよって経済的
K自己武装能力をもっ貴族ジヲペの階層が、アクロポリスと、そとから都市領
域とを支配した。典型的左「貴族都市」は名望家門閣の参事会Kよって支配さ
れたが、 倶体的には）ローマ初期の都市貴族から或る元老院（da日 pat-
riziachen Senat）や、古代アテネのプリタネーオンの参事会 (pry-
-6一
七anenraのにみるよう左門闘の首長の参事会の形をとるか、それとも歴史
時代のローマの元老院や後期アテネのアレオバゴス会議 (Areopag）にみる
ょう夜二退任官吏の構成する参事会の形をとるかのいづれかであった。
権力を手中に収め、官職を交互に交代したのは、つねに少数の相互に競合す
M 
る若干の門闘であった。
帥 M、ウエパーは「古代農業事情jへの序論の中で（ SWg,S.35-45) 
経済的念らびK社会的諸関係を含めて古代の命l肢：諸形態の発展史の類型論を
試みている。そとでスケヲテされた諸類型、即ち城塞玉制と軍事玉制、貴族
ポリスと重装歩兵ポリス、民王的市民ポリス、官僚制的都市玉制とライツル
ギー的若玉制の諸類型はウェパ－vcよって、メソポタミア、エジプト、古イ
スラエル、ギギリシャ、ヘレ＝ズム時代共和制念らびK帝政ローマの願で展
開され、歴史的念洞察に充されている。 ζのてんκついての立ち入った論及
はと』では割愛する。今日の古学研究の立脚点からするウエパーの業績の批
判的左評価の作業は私のみた限りでは与えられてい念い。 Alfred He-
upの論文； Max webers Bede u七ung f¥ir die Geschic-
hte des griech i自ch-r・omischen Altertu m自， HZ
2 0 1 (19 6 5) s. 5 2 9 ff.が本稿の印刷期間中Kあらわれたが、それはM・
ウエパーの業績の数多くの事例K即してとれまで殆んど見落されてきた、古
代歴史Kついてウェパーの問題提起と説明が極めて実り豊か念ものであると
とを論証している。
帥 WuG. 87 7 6. 
帥 Swg s. 37. 
M WuG s. 7 80. 
軍事技術と軍隊組織の変化沿よび騎馬戦から重装歩兵への新ヲと関連して非
貴族的市民の富裕左階層に対して何らかの財産評価基準Kしたがって調査を行
い、参事会と官職κ彼らを重参加せしめるととが不可避と念った。歩兵として自
己武装能力をもた念い手工業者、商人、農民の諸階層は今や共同の統治から排
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除されるか、或いは、後期ア‘テネのデモクラシーについて事実みられたように
「民主化」がさらに進行して僅かしか財産を所有し左い階級が政治的影響力を
もっととを許されるようKなった。ウエバーは「市民ポリスJの顕著念成果と
して、また非貴族的市民の政治的上昇の最も重要念結果として、古い貴族によ
って支配された個別人身的左門閥的防衛団体に代q て登場した「地域グマイン
デ原理」 (0 r七日ge me ind e pr i ry i p）の貫徹を挙げている。古代の「デ
モクラシー」の勝利はウエパーにとっては、「デモス」への、つまり都市領域
の小区分であると同時KポリスK沿ける権利と義務の基盤としての地域的区分
への移行と同ーのものであった。地域的K住民の区分を実施するというととは
「ポリスを一個のアンシユタルト的左領域団体として取り扱うとと」を意味し
佃
た。またポリスは法の性質についての把握の変化を通じても「アンシユタルト
的」と念った。法は市民と都市の住民にとっては「アンシ且タJレト法」と念P、
さらKそれは次第K「合理的K制定された法」と念った。貴族支配の排除もし
くは制限とほY同時的K古代的左法の制定と記録が開始された。「非合理的、
カリマス的念裁判慣行K代って法を衛l淀するととが登場した。 Jそれは、「安
定した、終局には永縛句K、よどみの左い新らしい法の創造が「民会」 包kk-
J.esia）と、純粋に現世的な制定法か或いはローマにないては政務官（Mag-
(16l 
istrat）の訴訟訓令K拘束された法違用の慣行を生み出したのである。
(1印 WuG. s. 790 Johannes HasebrOk eも亦、 M・ウェパーに関連
して、その著、 Gri11chis~he Wir七回 chafts-und Gesell日 F
chaftsgeschichte. Tubingen 1931. s. 202f f、， 209 
Kないて同じようにのべている。また、 E.Ennen; Fruhgesch. d. 
eurs; s七adt S. 29, 3 6を参照せよ。それKついてA.Heぜは前婦
書のs.5 51 の Anm 11で次のようにのべている。「古典的なポリスが、
結局のと ζろ、人身的念団体（Person en verb and）であるという ζと
は、若干の古代史家 vc~~いて、一個の抜ぎがたい錯倒として根づよく抱かれ
た考えである。 M・ウエパーのばあい、彼らが、読みとDうる見解は次の知
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きものである。即ち、重要念ととは、アンγュタルト的念領域団体であると
いうととである」と。
とζろで地域団体原理、都市がアンシユタルトの性格をもっとと、事Pよび
合理的走法制度はウェパーにと D中世の自律的左都市グマインデの最も重要念
成果でもある。まず、中世都市の市民層は何処でも都市領主の行政と司法の客
体であって、都市領主によって「一種の受動的念ライツルギー的目的団体とし
日カての取り扱いをうけた」都市領王はしばしば司教であったが、彼は、すべて
の裁判権を掌握して重要念特帽収入を支配していた。また彼は市場権を穫得し
て、商業と工業K対する監視を行い、都市の防衛のためK意を用い市民を陪審
の席K召集した。都市居住地K対して、市場独占権、工業特権、軍事念らびに
課税の上で特別の地位が特権として与えられるととは都市領主に有利とは念っ
ても市民グマインデに有利と左るものでは決して左かった。陪審やその他の市
民の役職は市民層を代表するものでは念〈領主の官職であ寧た。とうした中世
都市制度の古いタイプをM・ウエパーは「他観句JiY-よび「他首的Jと各金7
ている。
’ 
1 1世紀以降K念ると、まずイタリーで、ついでアルプス以北で、中世最盛
期の市民グマインデの自律的都市制度へと発展してゆ〈市民的念自立のための
斗争の波が始まった。都市は、むろん地域Kよって様々の相異はあるが独自の
法をもっ政治的団体、「自衛旅して自首的念アンシユタルト的グゼルシャフ
ト、能動的念地域団体」と念夕、都市の官吏は「 ζれらアンシユタルトの機関J
(l~ と念った。都市貴族の指導のもとで市民団体はすべての高権と支配手段を自己
の営みとしてひきうけ、それらを、自ら設置した都市官庁即ち重量事会を通して
管理せしめた。
領主の支配下で組織された都市から自律的に制度化された都市への移行はし
ばしば平和的念同時K合法的方法で、市民層と都市領主との契約的協定κよっ
て、また都市領玉の権刺の代価を支払って買戻すという形をとるか、都市創設
者が諸権剰を自治体に貸与するという形をとって行われた。しかしイタリー、
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フランス、台よびドイツの旧い重要念諸都市κ沿いてはとくに、政治的念強権
を暴力的K纂奪するという ζとが問題と念ったのであって自律性は既存の合法
的左上位権力K対抗して行われた「革命的左J運動の成果でるった。
日刀 WuG. s. 7 56. 
側向上。独自の「機関Jをもっ「アンシユタルトjなよび「：地域団体Jとし
てあらわれるものは、ウェバーの場合、何よPもまず近代国家である。この
ようはして、ウエパーが、都市グマインデを特長つけたとすると、彼はとの
都市の中K、合理的国家としての位格の本質的要因が存在しているのを看取
していたととに左る。そうしてそれは「家産的JならびK「封建的J、した
がって、非アンシュタノレト的念、都市外的領域VCi?ける支配の行使とは明確
に区別されている。そのてんKついて詳しくは、支配諸形態についての章を
参照のとと。 ζ うした用語法の研究史的念背景Kついては、 o.Brunner 
のLand und Her r自chaft. Brunn - Munchen-wiln 
1943. s. 165f fをみよ。
市民層の革命的左自由のための運動の創始者たよび担い手として日・ウエ
帥
パーはコンユーラチオ即ち都市住民の誓約仲間的念結合をとり出してくる。
制度の発展の正当左連続性を当然のζとのように強調する都市史の資料がと
うした「纂奪的左盟約形成Jvc殆んど言及してい念いという事情一 11 1 2 
年の署名左ケルン市の「自由のためのコンユーラテォ」 (c o n j u r at i o 
pro libertate）が僅かK言葉少念い記録を残しているKと三
まるがーは、自由念都市制度の成立に対してコンユーラチオがもっ構成的意
義を損念うものでは決して念い。 ζのととの証拠としてウェパーはホーエン
シユタウフエン家の都市敵対的友諸法令をあげている。との諸法令はあれと
れの個々の市民の越権を禁示しているのではなく、「コンユーラテオそのも
のを、即ち攻守のための武装せる盟約形劇ラ為を、したがって都市口、ける
働
政治的左権力の纂奪を」禁止しているのである。コンユーラチオは次のよう
左目的をもってする市民の団結であった。即ち市民相互間の紛争を平赤地句K
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調停する ζと、市民の刺益K適合的念法慣行、経糊悦チャンスの独占、市
民の防衛力¢組織化、都市領王K対する諸義務の固定化、最後K都市領玉の
よう左上位権力を排除するととである。コンユーラチオは商人と手工業者を、
武装し、政治的に行動しうる団体に結集したがとの団体は都市領玉に対抗し
全市民の要求を貫徹しうる状態Kあるものであった。 コン :I－νbよび
盟約行為にもとつく市民グマインデの、同じよう念機関の成立とともに、コ
ミユン的自由のための運動はその頂点K達しその終結をみるととκ念った．
さしあたっては臨時的にまた一定の時期を限って結成された「純粋に個別人
身的な盟約団体の中からJ都市グマインデが、永続的な制度化された、独自
の法をもっ地域団体として成立した。しかしてとの地域団体は、それの、良
〈組織された行政の故に中世の半ば謝建的、半ば家産制的念頭E諸国体の中
にあって、それらとは性質を異Kした団体たるととを示すものでるった。
南欧K沿いては、玉として都市のF澗貴族が、コンユーラチオを指導しつ
つ登場したのにたいして、イタリーや南仏のようK都市K居住する騎士層が、
存在してい念かった北欧Kあっては、都市の形成は富裕念商人ギルドと結び
ついていた。自己の人格者念法的地位と経済自鍋立性を都市領主K対抗して、
保証するととに、特別の関心を示したのは、ほか念らぬ彼らであった。遠隔
地商人ギルドは、コムミユン運動を開始し、それを財政的K援助し、その指
導者と左り、爾余の市民を盟約義務の中K引き入れ、アリストクラテイヲク
念都市制度が存続する限りでは、都市の重量事会員の地位と官職K自ら任じた
のでるった。 (2])
側 WuG. S. 7 5 7 f f 自衛9~都市伽匪の発生K対してコンユーラチオがも
っ顕著念意義は都市の成立についての理論的な意見の相具があるにもかLわ
らず、近時の諸研究に沿いて一般的κ承認ずみのものである。 H.c onrad 
のDeuteche Rechtegeechichte, Bdl, Karlsruhe 
1 9 54 s. 4 49によると、とうした見解を最初κ代表するものは、何よタ
もまず、 Otto Gie r並e と Max We be rであったとしている。
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側 Wg.S. 274; WuG S. 758. 
倒） WuG. S. 7 61 f f 念台、ウエパーの「門閥都市Jticついての、検討、
Wu G S. 7 6 5 f f.をも参照。
グマインデの自律の原則が貫徹され、同時K理念型的純粋さK拾いて実現さ
れたととろ、例えばイタリーの都市国家とか、ドイツの都市同盟を構成するも
ののほあい念どに沿いては、それの本質的左メルクマールはEえのよラ念もので
あった。 1. 自己の都市がもっ軍事力と防衛権を基礎とする独自の対外政策
と同盟政策。 2. グマインデの租税権と都市外的諸権力の韓税からの自由。
3. 市場権、商撲と工業の自律的統制、商業瞥察と工業警察と市民の工業独占
を目的とする独自の都市経済政策、お・よび都市の商業K対する販売機会の保革Fo
4. 都市の行政官と裁判官を自律的K任命するとと、つまり都市は裁判領域と
行政領域と念った。 5. 自律的左都市法の制定、都市の土地所有、市場取引、
商業κ対しては市民をその任K充てた裁判所が一個共通の統一的念法律記事用
した？訴訟手続は例えば斜、ジヲベ宣誓、神託等の「非合理的」わ「魔術
的」な立証手段を排除して、次第に「合理的なJ証拠調べκbきかえられた。
と＜ ticとの、統一的念比較的K合理的在、都市領域そのものKかhわる法の創
造を、 M・ウエパーは、西洋の法の合理化の過程K対する自律的念都市グマイ
ンデの特別に重要念寄与と考えている。とうしと法は、形式的Kは法的関係k
bける属人原則の克服を、実質的Kはレーエン団体と身分的念家産伽jの破砕
を意味したのである抑
倒 WuG. S. 79 7f fを参照。
働 中世都市民の特殊左法的地位は、ウエパーの判断Kよると、グルマン法制
史上今日念事P生きている、次のような見解、即ち「裁判仲間J(Dingge -
nojie n）として、法仲間を把握する見解の帰結でもあった。つまPとうし
た考えによるとその中で市民は当然、遵守すべき法を、裁判t'C$－ける栴快者と
して、創出するととに念る裁判グマインデ (Dinggeme in de）への能動
的参加者として把握されるととK念る。 WuG 7 56 f，裁判仲間的な司法は、
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その時の裁朝願主にたいして、判決と判例。e1st um er ）を、法仲間の
範囲K属する裁判関係人Ding1eute (WuG. s. 453）を通して、或いは
彼らの橘威ある協力の下で、見出させるように強制したのであって、それ以
外の場合Kは、判決や判例は何ら拘凍力をもつものでは念かった。「明白念
ととは、 ζのとと ζそが、自律的念法創造と同時K団体的ならびκ仲間的念
組織化の保証となったのであって、とれらL上に強力念保証は見出しえられ念
かったのであるJWu G. S. 4 5 3c,中世の法発見の仲間的念特徴は、ウエパ
ーによると、主として以下のことKよって制約されたものであった。 ~pちヘ
ルは自己の下位者を統卒するについて、合理的念自らに従属せる行政機構を
支配していたのではなかったというととである。イギリス（！（~けるようκ、
国王裁判所が早期的K貴族やグマインデ団体の裁判仲間的念裁判を拶験した
ところでは、大陸の団体法（Geno.6'e n自Cha f℃B rechte）の豊か念形
成も亦、欠除するととに念った。 WUG S. 4 53 f，参照。
帥 W_uG 8, 76 O. 
中世の市民都市は不自由身分の者が、共通の都市法の自由のもとに上昇する
場と念ると同時に身分的な同等化が、中世都市の発展の規定的傾向と念った01'/Ji>
そうしてその傾向は、本質的に法的、身分的な不平等の上Kうち立てられた諸
見解をもっ封建的念世界とは明確K対立するものであった。周知の「都市の空
気は自由を与えるJという命題が成立した。その意味は、都市K入った隷属民
の領主は一年と一日経てばその者K対して領主の梅力K服するととを要求する
権利を喪失するというととであった。との根本命題が力を増して〈るととによ
って一一ー ウエパー κよれば、中世都市の「革命的念改新」と「領玉権の」纂奪
的念「破砕作4 市附ける人身的念不自由の執念は消滅し、都市以外の地
域（P1atte Land) （！（~ける数多〈の従属的諸関係は廃棄された。都市の
裁判権の統一的性格がそのととを保証したのである？
政治的諸権利の担い手念らびに、都市の諸機関の選出を通じて市民が、それ
の制定（！（－劃した共通の法への関与者として、都市の市民は、近代の国家市民
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の概念の準備作業を遂行した。とのてんでは古代のポリスが先頭K立った。す
べてのより広汎な法と制度の発展K決定的念意味をもっ「客観的」法と「諸個
人」の「主観的J諸権利との区別、また「公J法と「私」法との区別がその軌
道を垢いたのは中世のコンミューンを土台としてYあった。とうした区別は領
主権の抽象的念担い手としてまた法規範の創造者としての政治的団体の概念を
前提したものだからである。近代国家K沿ける官職遂行の客観化を通して、ま
た近代法の合理的体系化を通して、この区分は首尾一貫せる形で一層の発展を
とげたととはウエパーが指摘する通りである。しかもとうした発展は、家産制
的念らびに封建的念支配構造の本質κと夕、全〈無縁のものであった。側
倒 WuG. S. 7 50 Wg. S. 28 3. 
側 WuG.S. 7 5 0.
的 ζのてんにかんして、われわれは、ワエパーが中世都市成立の過程を極度
に単独化し、歴史K無線の自律的都市の統一的タイプを構成したかのよう念
印象をもってはなら念い。ウエパーは、単に説明の中ではあるとは云え、イ
タリ一、フランス、スペイン、ドイツの都市発展の特殊性κも言及している。
（しかも、 ζれらの地域的念発展と形態の中で、夫々、個々の都市は自己に
固有の「タイプ」を〈りかえし与えられているのである。）あの巨大念イタ
1リーのコムミューンや或いは自立的念対外政策をもっハンザ諸都市の広汎念自
治は疑いも念〈特異念事例を表現するものであD、それらは何よ Dもまず、
強力左中央権力が欠如していたととから解明されるものである。とりわけイ
ギリスの都市史が、大陸のそれとは違った経緯を辿ったというととは、ウエ
バ－vcよって強調されていると ζろである。 WUG.S. 770ff. Wg. S. 
285イギリスでは「地域団体的念」グマインデの概念は、成立し念かった
し、諸都市は、完全念法と裁判の自律性を獲得し左かった。と hでの市民の
寡頭支配の主要目的は、国王の租税請負、租税を自分で徴収する権剰を手K
入れるとと（firma burgi）であった。とうした偏則的念発展の理由を、
ウエバーはイギリスの王権の早期的念権力集中の中K、また、議会の中で都
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市の剰警がf℃表されるように念って以来個々の都市カ帯殊念政策をとる原因
が左〈念ったという事情の中K看取している。
倒 WuG. S. 584＃照。
すべての支配権をきびしく集中するととKより、また訓練された軍事的念ら
びK行政機構の脚tl'Cよって、すべての諸都市と諸身分の特別権力を骨抜き
KするとともK自己の支配領域の中K国家的権力独占を構築しようと試みた
絶対王政の形成とともに、市問妹都市の自由の時代はその終局κ到達し売。
諸都市は至るととろで限られた特殊の権剰をもっ国家の行政区1'{:$－としめら
れたタしかしクエパーにとって重要れとは、西欧防つではとうは都市
の中間的念役割が、単K個別的念事例として三は念〈「大量現象」として、
しかも西洋の市民精神の形成K対してよタ重要念意義をもっ時代を類型つけ
る現象として存在したというととである。
自律的都市のタイプが、いかにヨーロヲパの歴史Kのみ固有のものである
かはアジアの諸事情と比較してみれば明らかと念る。
日本、中園、インドbよび中東世界は武装能力をもっ都市住民の盟約形成
を基礎として自己の制度と行政、自己の裁判所と自己¢軍事力をもっ自由左
自治的都市とは久し〈無縁のま』KとYまったか或いは非類型的念伊汐t念ら
ひ.l'C 「萌芽状態J~~るものとしてのみ知られるKすぎ念い。働そとで欠け
ているものは、市民グマインデの概念と筒l度であり政治自俳優芳Uと都市の特権
の担い手としての特殊念市民身分である。ウエパーは、都市が政治的念特殊
性格をもってい念いととの中K、西洋の都市制度に対するアジアの都市制度
の「基本的対立Jをみている。アジアの都市は「古代的意味でのポリスでは
念〈、また中世Kみるよう念『都市の権利』左るものを知ら念い。というわ
けはアジアの都市はそもそも自らの政治的諸権利をもっ『グマインデ』では
念かったからである。と』では、ジュネープの「コンパー＝且・コンム＝スJ
や他の「コンユーラテオJのよう念軍事的盟約団体即ち、或る時は自律権
をめぐって封建領主と斗争し或る時は協定をとりむすび、都市領域の自律的
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念軍事力K依拠した諸権力つまD執政官、参事会、商人の団体制er ca. dll四
.._CU) 
n z a）の範伊UVLし，Eがったギルド団体、ツンフトの団体は成立し念かった斗
都市の住民の反乱はひろくK存在したけれども、それは具体的念個々の不正や
特定の宮更に向けられ、確定的K文書化された政治的念都市の自由を斗いとる
ととK向けられたものではなかっ免。
倒） W u G S. 7 9 8 f'. 
側 Wu G S, 7 4 4 f' f'.中国の都市制度κついては、とくにR.S. Bad I 
s. 290ff. 380ffを参照。インドについては、 R.S. Bdll, S. 35ff. 
86ff. 127ff.日本Kついては、 R.S. Bd 1I S. 2 9 7 ff.イスラムの
領域VCj;~ける自由念市民グマインデの欠如は、ウエパーの同様の主張を引き
合いに出して、 C.H.Becke rが次のようKのべている「自由な市民の概
念はオリエントにお柏ては体得されたととも念いしま党嘗て←度も考えられ
たととも念い」と。 Becker;Der 1日1am i n Ra h.m e n e in er 
a11gemeinen Ku1turgeschic h七e,1n；工s1amstudien
Bd I, Le i bZ i g 1 9 2 4 S. 3 6.アジア全体KついてはW.E. M・uhー
lmann;was 1st euro p・a'.1 s che K u1七ur? Ein Vergle・
ich mi七 auβe reuropai目chen KuJ.turen，玄01ner Z. 
f. soziologie 4 (1 951/52). s. 269を参照せよ。
~ql) R. S. Bd I. s. 2 9 1. 
アジアの都市は典型的K上からの支配K都合のよいようK組織されて吠伊
それらは君主の城塞であり居住地であり衛成地であD、また広淑屈にわたる
政治的諸国体の統治の中心であり、支配者の官吏と官庁の所在地であD、した
がって支配者の裁判と行政に従属したものであった。 自治念るものはアジアに
あっては都市では念〈て農村がもってレ吹。インドの村落グマインデは中央の
行政の手がそとまで達しえ左いという単純左理由で、文書に客観化されないで
慣行Kよってっくり出され炎、著しく干渉的な管格権を所有してν北。中国の
村落にあっても内ぺの長老が殆んど全能の力を糊していた？中東仰いて
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はジ，ぺの首長が村落とそとでの裁判所の代表とし同じよう念役割を果した。
村落がもっ〉ていたよう念とうした事実上の自治ょの自治は、「アジアの都市の
場合κは、それが通例的Kは高官か地方の王侯の居住地であったためK全〈間
~ 題K念ら左いものであった~都市は直接κ親衛隊の監視下~$＂－かれたのである。
中国やインドでは商人ギルドが重要念影響力をも91'C至ったととは事実であ
る。彼らはしばしば都市の経済生活K対して異常K広汎囲の統制力を行使し、
例えば中国の場合のようK構成員に対する租税揮と裁判権をもった。倒
倒それらが、よからの支配K適合的な「他律的J制度をもっ ζとにかんれん
して、アジアの都市は、市民的自由の運動が現れる以前の中世ヨーロ，パ都
市と対比するととができる。ロシアの諸都市も亦、いか走る自律をも機得し
;1:かった。 (Wg. s. 288参照〉。また、その限Dでは、「アジア的」もし
〈は「東洋的」念都市類型K帰属させうる。そのてんについては、 otto 
Br・un・ne r・； Europai日ches und r u日日isches Burgert-
um, in; New wege der sozia1geschichte. s. 97-11Eら
Wg. s. 8 2f。
倒 R.s. Bd I s. 3 8 0 ff. 
側 WuG. S. 745. 
側 M・ワエパーはとうのべている「他人の、ギルドやツンフト（両者は用語
法のてんで、区別されていない）への依存が中国ほど顕著κ発展したととろ
は何処Kもない。 J$. s. Bd I. s. 2 9 5）それにもか』わらず、「中世K
沿いて、支配的地位についたツンフトが営んだよう念」工業の都市Kよる独
占と組蜘句念都市経済政策は欠如していたのである。 (R. S. Bd I. S.297) 
西欧が知P また西洋中世期の工業~$＂－ける小資本主義の発展に寄与したよう
左「自由な団偏9~統制された商業と工業伽境の確定的念、公認された、形
式的念、信頼のbける法律的基礎が欠けていたのである。低 s.Bd I. s. 
298) 
最盛期にないてインドのギルドがもq ていた支配的地位は商洋の商人団体が
-1 7-
もっていたそれと比較できる。とのギルドは王侯の戦費を調達し彼らから支配
権を委縦しめ♂それにもか』わらず、とうした萌芽からはいか念る政治的
にも法的Kも自律的念、西洋の市民グマインデの如き性質をもっ全市民の組織
は成立し左かったのである。
最盛期中世のヨーロヲバの諸都市が政治的左独立を確保し主張するととが出
来た理由としてと Dわけ重要なととは、とれら諸都市が自分の、当時の基準オ
らすれば極めて良〈組織された行政機構をもち、加えて「騎士軍を凌駕しうる
間K足る軍事的団体Jであったととである。それの軍事能力と行政技術的ならび
に箪事的に凌駕する中央権力が欠如していたとととが、ウエバーの確信Kよる
と、それの自律性の決定的左前提なのであった。中園、インド、中東では、こ
れK対して早期的に、部分的には治水と滋瓶統制の中央からの指揮の必要K制
約されて、「家産君主制的左」行政機構が形成され、それが支配属を、都市市
民が同等のものを対置することが出来左いような軍事力を自らの力で以って構
築しうるよう左状態K置7かせたのである。倒
側 R. s. Bd I. s. 35. 86f fを参照せよ。
I,)'{) R. S. Bd I. S. 2 9 4. 
側 メソポタミア、エジプトなよび中国の「潜瓶文化」の西洋の農耕様式とは
異った特質bよび、それが、王働句、君主的、帝王的集権権力と官僚制の成
立に対して有する意義をウエパーはくりかえし指摘している。 wg. s. 64 
f、， s.2 7 5~、， RS. Bd!. s. 294, 2 98f.「あらゆる確実な歴史的
記憶が存在するようK念ってζのかた成立した集権権力とそれの家産制約官
僚制の成立K対して、治水行政の必要性は中園、エジプトにみられるようK
すべての合理的念農耕の前提として決定的な意義をもっているJR. S. Bd. 
I s. 298「例えばバピロンのよう左偉大念中東の諸都市は早〈からそ
れの全存在のてんで、官僚制約左王制的運河建設行政の思想に依存した。中
国の中央収権的念行政の甚だしい組放さにもかLわらずこのととは中国の都
市についても妥当した。中国の都市の興隆はその市民の経済的ならびK政治
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的左官倹欲Kでは念〈、帝王の行政の諸機能わけても治水行政K依存して
いた。 R.S. Bd I. s. 294. 
Kari Wi七七fog e功土、とのアジアの一定の地械にとって、潜淑問題
が中，L曲念意義をもっというととから出発して、著名念一一ーた Yし一面
性から免れているとは云えない一一ー東洋的社会と東洋的専制の理論を展開
した。 K・A.Wittfoge1;w1rtschaft und Ge自e11achaft
Chin a目 ve r自uch e i ne r Wi自白en日chaft11chen Ama-
1yeen einer gr oβen ae1at1echen Agrargeee11日・
cha.ft, Leikzig 1931 ;dera Die Theorie der Orie-
ntariachen Geae11schaft. z. f. sozio1fnrschung 
1 938. s. 90-1 22; de r日， Orienta1 Deep o七ism,A com-
parat1Ve Study Of Total power New HaVen 1957. 
ウイヲトフォーグルとクエパーについてはHe11mut Wilhelmの研究、
Geae11scha f七 und Sta at in china Hamburg 1 960 
(;Roh WOh 1七－Enzyklopadie Bd, 102）があげられる。 W11h-
elmが到達した結論はつぎのよう念ものである。「中国が、その土地と水の
事情によって強制された農耕形態は必然的に一定の社会形態即ち濯瓶社会を
生み出した。そとから強制的K一定の国家形態即ち専制的官僚支配の形態が
生み出されたのである。……潜甑社会からは、資本の自由念役割K立脚す
る市民社会は発展するととが出来念い。何故左ら、資本形成が、 （そζで）
問題K念る社会層が全面的K国家機関に依存する ζとを余儀念〈されている
からである。……ヨーロヲバの初期資本主義の時代K都市で起ったこと、
即ち自由な市民層の出現という ζとが、中国では不可能であった。 JA, a, 
O、， s. 9 Of、中国の都市は「本質的に行政都市であった。市民の解放とい
うものは、 ζ うした事情のもとでは、その途次κbいて克服したい障害物に
遭遇した。 JA. a. O. s. 3 8.
商人ギルドの金融力が時として重要な役割をもっというととも、都市の欠
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如を補充しうるものでは左かった。アジアの都市の市民は通常、「非軍人Jし
たがって世界帝国或いは君主国家の「臣下」であった治、もし〈は乙うしたも
のに念ったかであった。東洋と西洋の都市制度と市民がこのようK異左った発
展をとげたζ とは、ウエパーの見解~.tると軍事、行政、支配組織か般的発
都台ける根本防相違の認識を抜きKしでは到底理解出来念いものであるタ
しかし、アジアKかいて市民の解放運動と全般的左都市の自由の時期とが欠
けているというととは、官僚制的K組織された、軍事的K優位を示す上位権力
の存在という ζとへのかhわDだけでは充分κ解明され念い。と Lでわれわれ
が確認すべきことは、ウエパーは中世都市グマインデを、コスユーラテオから
つまタ市民の誓約共同態的念「盟約形成」 (S c h w u r g em e 1 n s c ha f t 1・
1che11 Verbruderungうから生じたものと考えているととである。ア
ジア ~:j;~いては、しかし、都市の住民も亦それK所属しているととろの、異常
K緊密在、相互にしばしば樹也的念儀礼的・血縁的・人樹悦共同態が、一個
の政治的K統一的念団体への政治的結集κ対する重要念障害を念した。ヰ圏で
は、それはジヲペ制度であD、インドではカストの関係であった。それらは、
共通の宗教的bよび市民的念法的平等、コヌピ且ーム、食卓共同態、対外的友
達帯K基礎をま；－（都市市民ゲゼルシャフトの形成へと結集するととをそれらが
剛どのよう念ものであっても困難Kしたのであった。インドのカストがカスト外
の者の政治的結合をタブーとして排斥するととによってそれを殆んど不可能K
(4V 
したという事情をみれば札とのことは明瞭である。まえインドの都市の住民は、
何よりもまず、そのカストの成員であったようK、中国の市民は、わけても、
そのジヲペの成員念のであった。都市K居る中国人は法的Kはそのジ，ぺκdそ
してジヲベを通してそとK自己の祖先の墳墓があり、またそとK強い精神的念
紐帯を保持している故郷の村落K所属した。ジヲベの無制限の連帯は中国社会
史の根梢悦特徴を示すものである。ジ？ペはそれの構成員の、と〈κ都市に
生活する者の経済的念存在にとって何物によっても代置されえf.(い支柱を意味
した。だから中国では、ウエパーが定式化したように、都市はその住民の大多
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数Kとって「故郷Jでは念〈てまさK「他所J念のであったP
側 Wu G. s. 7 6 4 f. W g. s. 2 7 5 f 参照。
帥 WuG.S. 7 52. 
制 R. s. Bd. n. s. 3 6 rt 重量照。
綿 R.s. Bd. I. B. 38 Q. 
それに較べると西欧Kないてはさしあたり民族的 (gent111z1sche)
左秩序が顕著な役割を果たしたとはいえ、ジヲペは政治的、軍事的bよび社会
的念組織の基礎としては次第K後退して行った。貴族支配の時期~$－ける古代
都市は圧倒的に個別人身的、氏蜘9~ (persna1gent111z1sch）編成
されていたようにジ，ベが、貴族の基礎的念共同態を形成していた。さらに都
市へ集住した諸国体の間で祭配共同態が成立するととKよってポリスのよタ広
汎左政治的統一化のための基礎が据えられた倒「ジヲベとの紐帯をもたぬ平民
層Jが貴族ポリスから重装歩兵ポリスへの移行K伴って登場したととはだグマ
インデの内部の地域的分割の原則を通して氏族的念（gent111z1sch）区
付金〈解体させるか、或いは重畳的K残存させるという結果をもたらした伊
中世都市と＜~アルプス以北Kかいては「ジヲペは早急K都市の構成原理とし
ての意義を喪失した。後者は個々の市民〈家長〉の連合と念ったためK、都市
民が都市以外のグマインデと関係、をもっているという ζとが、都市グマインデ
K対して実際Kはどのよう念意義をももつものでは念〈なった。 J胸市民は
「他人」として市民団体の中K入り、「個人」として市民宣誓を行ったのであ
シュタム
る。ジヲベKでは念〈、また種族にでも念〈、他念らぬ都市という地域団体K
人格的K所属する ζと、そのととが彼K市民としてのその人格上の法的地位を
保証したのである。帥
中世の都市グマインデが、その主うに、「個人」が遊惰して形成する法的共
同態として構成されるというととを、ウエパーは問時にキリスト教がもってい
る人聞を（一方では）孤立化させ（他方では）結合させる傾向から説明しよう
と試みている。キリスト教は普通的念心情宗教としてすべての血縁的、ジ，ぺ
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シユタム
的、種蜘悦結合とそれにもとっく相互の差別からその宗蜘句意義を制奪し、
個々人の魂のもつ無限の価値を告知すると同時κ人種的κ制約され対外的に排
他的な共同態の代りに、宗教的K同等の諸個人の包括的左団体を代置した。キ
リスト者のグマインデは「その本質からして、信仰者諸個人の教派的団体であ
ωη って、ジヲベの儀礼的左団体では決して念い。 Jとウエパーは防徒している。
（~ WuG, S 752f f、， 776.
（仰 Vic七or Ehrenberg;Der Staat der Griechen I. 
Darmstadt. 1960. s. 22fを参照。
(45) WuG, S. 7 53. 
(46) WuG, s. 7 5 5. 
(4'~ ： 向上。
ζうしたジ，ぺ結合を根本的K超える結合関係は、そのもっとも意味深長念
表現を聖餐共同態の中に見出す。キリスト教の信仰者仲間の宗教的な兄弟盟約
形成行為はウエバーにあっては都市的念書約団体の中で市民が政治的K盟約形
成行為を念すととの重要念観念的前提のーっとされている。キリスト教の祭配
辛子主び食卓共同態K参加を許され左い者は誰でも、例えばユダヤ人の場合のよ
うK、市民権をもつことを矩否されたのである。とうした観点からウエパーは、
あの「アンテイオキアの会合」でパクロが割礼を受けてい左い者と祭記を共に
するととを擁護した事実に、真の世界史的意義を賦与したのである。 ζのとと
によってユダヤ人キリスト者を儀ネ凶句に排斥し封じ込めること（Ghetto）が
破砕されたのみで念〈キリスト教宣教の普遍的性格が可能となったのである。
「アンテイオキアで起ったようK 、聖餐式を共にするととに対してbかれたす
べての儀礼的念諸制限が廃棄されたととはー宗教的左前提という点についてみ
ればー西欧の「市民」の憤丘の時点でもあった。たとえ、その生誕は、はるか
一千年以上も後κ初めて生じた中世都市の革命的「コンユーラテオJvc沿いて
であったとしても、である。けだしとの食事を共同Kするというとと、キリス
ト教的K言うと聖餐を共にするというととなしには、兄弟盟約と中世都市市民
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は決して成立するととが出来念かったからである。 J~紛
（~ R. s, Bd I S. 4 0 念b、wg, s. 2 7 6 f. $－よび、とぐにR. S. Bd 
I s. 38を参照のこと。「西欧に沿いて都市形成のどの場合Kあっても、
古代の場合でも中世の場合でも、市民の祭記共同態の形成が、手を携えた形
をとって進行したというとと、なよび、プリユタネイオンでの共同食事、ギ
ルドやツンフトの飲酒慣行、教会~$－ける共同の行列が西洋の都市の公文書
の中で同じよう左役割を果しているとと、念よび中世の市民はその大部ゆが、
聖餐式κは最も威儀を正した形で共同の食事K参加したというととは、決し
てどうでもよい副次的念事柄ではなかった。
どの時期の盟約形成行為も、食事共同態を前提していたのである。現実に、
日常的κ行われ念くても儀礼的念可能性があればよかったのである。」しか
し、例えばインドでは、カスト外の者との聞の共同食事か排除されたが、そ
れと同時K政治的な盟約形成の可能性も亦排除されたのである。
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中小企業におけるモーティベー
ションの管理
村敏子
はじめ K
本稿の目的は、モーテイベーシヨン管理の理論の観点から、東京都内の中小企
業vc::t,~けるモーテイベーション管理の実態を検討しようとするととKある。 I • 
n•m節がモーティベーシヨン管理の理論の総括に、そしてN節が実態の悔すK
当てられる。
I モーテイベーション管論の理論ー序説ー
個人が組織K参加してそのメンパーと念D続けるのは、それによって、結果k
bいて、その個人の欲求がそとK参加し念い場合K比較してよりよ〈充足される、
す念わちょ p多くの満足が得られる、とその個人が判断する場合である。
「結呆kbいてJというのは、組織のメンバーであるととが、個人にとってす
べてそのまま欲求の充足とは念らない場合がほとんどだからである。組織メン
ノミーと念るととは、まず何よ!J>b＇その組織 K沿いて組織目的の達成にその個人
の時間と努力を投入するととを意味する。組織目的の達成K努力を払うととは、－
それ自体が組織メンバ一個人Kとって好ましいととであるとは阪ら左い。それど
とろか、従来、それは、個人Kとっては常κ負の効用であるとして疑われ念かっ
た。 Kもかかわらず、個人が特定の組織のメンバーと左b続けるのは、例えば賃
金・地位念どが与えられることによって、多〈の場合、個人は、組織参加から受
ける負の効用を償って余Dある正の効用をそれから受けるととに念るからである。
厳密κいえば、との正の効用と負の効用のバランスが、その個人にとって他の代
替的選択対象のそれK比較してより好ましいからである。
ととろで組織はそれぞれ異念る剰警をもついくつかの利害集団から成っている。
組織が存続するためKは、さまざま左利害をもっ、必要念すべての組織メンパー
について、上述の条件が、すなわち組織参加Kよって与えられる正の効用と負の
効用のバランスがその個人Kとって他の代替的選択対象のそれK比してよP好ま
しいという条件が、満たさねえ念ければなら念い。との問題を、企業組織とその
一つの利害集団である従業員に隙定して考えると、企業が存続するためKは、企
業は一方vc:j>-いてその目的を達成すると同時K、他方にないて従業員個々人の欲
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求を上述の基準で満足させなければ念ら左いととKなる。
さて組織が存続するKは、従業員K関していえば、とのようK、組織目的の達
成と従業員の欲求充足とを同時K満足させる必要があるととろから、従来、との
二つを両立させる、す左わち統合するKは、いかKすべきかの研究が行なわれて
きている。とうした研究が、と Pも念bさず、モーティベーション管理の理論の
展開であるというととができる。モーティペーション管理の理論はいうまでも念
〈心理学VL:i.・けるモーティベーションの理論とは異念って、常K管理の立場を前
提してbh 管理の立場を前提したモーティペーションの理論は、傭人と組織の
統合の理論と念らざるをえ念い。
ととろで、企業目的の達成K従業員がその努力を払bうとする意欲の確保は、
従業員の企業目的達成への努力あるいは職務遂行への努力が、ただちにそのまま
従業員の個人的欲求の充足Kつ念がる場合Kは、容易である。そのよう念場合K
は、従業員は企業目的の達成K白からモーテイベートされるからである。しかし
左がら、とうした事態は、単仲j、規模で短期的念組織K沿いて、組織目的の達成
と個人の欲求充足とがほとんど直接的K結びついている場合、す念わち、組織目
的の達成と個人の欲求充足との結びつきが、組織メンパ－vc自から十分K認識さ
れている場合K可能である。
しかし念がら、とのよう念事態は、現代の企業組織Kはみられ難い。それは中
小企業Kついてさえ、一部の零細企業を除いてはそうであろう。とζK、従業員
が企業目的の達成あるいは職務の遂行K努力しようとする意欲を、積極的K確保
するととK焦点を合わせた理論、す左わちいかKして企業目的の達成K従業員を
モーティベートさせるかの理論、す念わちモーティベーション管理の理論が登場
してくる必然、性があるのである。
さて、モーティベーション管理の理論の歴史は、ほとんど艦営学のそれと同じ
ほどK古〈、 F. W.テイラー（Fre d e r 1 c h W. Ta y 1 or）の理論に、明確
Kζの理論の第一歩を認めるととができる。との理論は、テイラー以後、次第K
その内容を充実させ念がら発展を示して、現代の理論K至っている。
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モーティペーシヨン管理の理論の ζうした展開Kは、モーティベーシ調ンの主
体である従業員一一ー人聞の本性K関ナる認識の差異によって、王念三つの段階
を函すととができる。第一の段階は、との理論の生存モデルとも称されるべきも
ので、上述のテイラ－K代表される理論である。第二の段階は、との理論の人間
関係モデルとも称されるべきもので、いわゆる人間関係論である。そして第三の
段階は、との理論の成長モデルとも称されるべきもので、 D.マグレガー （Douー
gJ. a a M c Greg o r）、 F.＂＇、ーズパーグ（ Frederich Herzberg）左ど
の理論K代表される現代の理論である。
注（1) ζの論理は組織目的の本質の理解を媒介にしている。組織目的の本質の
理解K関しでは、拙稿「組織目的の概念と本質J柳川昇先生還暦記念論文
集中村常次郎他錫『現代経営学の研究』日本生産性本部、昭和43年、所
載重量照。
E 生存モデルと人間関係モデル
いうまでもなく、テイラーの理論は、全体としてみるとき、それをモーティペ
ージョン管理の理論とするととはでき念い。しかし念がら、テイラーの理論K、
少な〈もその重要念一部としてモーテイベーシヨン管理の理論が含まれていると
とは確かである。（2)
テイラーのモーティベーシヨン管理の理論は、従業員がまとして経済的報酬κ
(3) 
刺戟される存在であるとする人間認識がその前提と念っている。したがって、テ
イラーは、経済的報酬が企業目的の達成念いし職務の遂行K密接κ関連つ・けられ
る念らば、従業員は企業目的の達成念いし職務の遂行にモーティベートされるで
(4) 
あろう、と考えた。
テイラーは労務費を低＜ ;i.~さえたいとする企業の要求と高い賃金を待たいとす
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る従業員の要求とを同時に実現させるととが管理の第ーの目的であるとし、との
(5) 
目的を実現するための原則として、次の四つを指摘した。（1）日々 の大き念操業、
(2）標準的諸条件、（3）成功の場合の高い賃金、（4）失敗の場合の損失負担、である。
す念わち、第一K、従業員が一日K遂行しうる課業を明確に設定するとと、第二
K、との謀業が確実に遂行されうるように作業の諸条件の標準化を行念い実施ナ
るとと、第三に、とのようにして従業員がその課業を遂行しえた場合Kは高い賃
金を支払うこと、そして第四に、従業員が課業を遂行しえなかった場合κは損失
を負担させるとと、ナ念わち低賃金しか支払わ念いとと、を主張したのである。
との諸原則K、テイラーのモーティベーシヨン管理の思考は明確K描き出され
ている。そして、モーティベーシヨン管理の理論としてのテイラーの理論は、基
本的Kは、あ〈までもとの域Kとどまったというととができるのである。
では、モーティベーシヨン管理の理論の第二段階を画したとした人間関係論は
どのような理論であるか。いうまでも念〈、人間関係論は、ウエスターン・エレ
クトリヲク会社、ホーソーン工場K沿いて長期Kわたって行なわれた一連の実験
一一ーホーソーン実験κもとづいて展開された理論である。
ホーソーン実験Kは、四つの主要念ステヲプがあったとみるととができる。 (6) 
す司まわち、第ーのステヲプは、いわゆる照明実験である。との実験では、照明の
状態をエ Dょくすれば生産性は高まるであろうと仮定されて、照明の程度が生産
性に及ぽす影響がテストされた。が、結果は、照明を暗〈しでさえ念草子生産性が
向上して、上述の仮説は実証されなかった。
第二のステヲプは、いわゆるリレー組立作業テストである。との実験では、労
働時間、労働日数、賃金、現物給与左どの物的労働条件と生産性との関係がテス
トされた。労働条件の改善κ伴って生産性が向上したのはいうまでも左いが、労
働条件を改善前の状態K戻しても、す左わち労働条件を改悪しても、生産性は依
然として高い水準を示した。
第三のステップは、いわゆる面接実験である。とのプログラムは、従業員に自
由K語らしめ、従業員がいわんとするζとK思いやDと理性をもって耳を傾けよ
一28-
うとするものであった。との実験~$＞いては、不平の対象と念っている対象その
ものには何の変更が加えられ念〈も、面接の後では、従業員の不平は解消されて
いるととが明らかに念った。
第四のステヲプは、いわゆるパンク捲線作業観察である。との実験は、現実に
作業集団の内部で何が起っているかを観察Kよって知ろうとするものであった。
その結果、そとには企業の組自民とは別の独自の社会模範をもっ非公式の組織が存
在するととが明らか~~るとともに、従業員K とっては、非公式組織の規範K従
うととが、企業から多くの経済的報酬を得るととよりより重要であるとされてい
るととも明らかに念った。
以上、ホーソーン実験が明らかにしたととは、桐工旬吋掌量が「社創怜動ト一一一一一一「
物g＞であるととであった。すなわち従業員を、経済的報職含む側諸説坐笠
－一一一ーー一一一一一一－一一 －一
型竺三空主主てだけでは左〈、坐塑合些些いはとれを通にて得ら主
空空旦主主土全空塑空三れる存在とし主翼型空主空空全空竺主竺主主主主主ヱえ←
したがって、人間関係論は、テイラ一念どの従来の理論とは異念って、従業員
を社会的動物として扱うべきととを強調し、従業員K人間関係からあるいはそれ
を通じて得られる報酬を与えなければ、従業員は企業目的の達成あるいは職務の
遂行Kモーティベートされないであろうと主張する。
さですでに明らか念ように、fィラーの理論と4塑関空塾竺些壁堕主型連些L
前者が従業員を畦痘飽聾劃庄のみ訓聖母ヌわ主主主主
後者が従業員をさら型間関係の報酬日脚室長壁主主主主型店主主主
と竺斗との認識の差から、二つの理論の差は生じて〈る。筆者は、テイラーに
ft表されるモーティベーシヨン管理の理論をその「生存モデル」と呼び、人間関
係論K代表されるそーテイベーシヨン管理の理論をその「人間関係モデJレ」と呼
んで、両者を区別するとととする。念台、生存モデルの人間が刺戟される報酬は、
テイラーの場合よDやや広〈理解する。す念わち、経済的報酬と向次元と考えら
れる他の報酬をも含むものとする。す左わち経済的報酬を含む物的報酬である＠
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注 (2) 同様の見解をとるものとして、しばら〈前までは、 Amitai Etzi-
oni, Modern Qrgan1zat1ons, Prentic e四 Ha11，工nc., 
1 9 6 4 ' pp, 2 1-2 2 （渡瀬浩訳『現代組織論』至誠堂、昭和42的
が自につく程度であったが、ど〈最近とうした見解が多くみられるように
念った。
(3) Fr e d e r i ck W. T Bly 10 r，“ A Piece -Ra七e System” 
(1895), and“Shop Man ag eme n℃”（1903) and"The Prin-
c i p 1 es of Sci en t if ic Man age men t”（1911) in Sci-
en t if訟 Man a g e me n t by Fred e r 1 ch W. Ta y1 or, 
Haper & Row and John Weatherhi11, 1nc., 1911など
参照。
(4) とうした考えは、テイラーの最初の主要論文ともいうべき“A Piec eー
Rate S y日七日m”K明確K示されている。
(5) Cf. Taylor，＇’ s hOp management，” p p, 6 3-64. 
(6) Cf. Fritz J. Roeth1isberge:r and Wi11iam J, 
Di巴kson, Manageme n七 and the Worker, Harvard 
uni Ver s i ty Pres日， 1939 and Fritz J. Ro e七h1isberー
ger,Management and Morale, Harvard Unive r自1-
ty Pr e日目， 1941c野田一夫・川村欣也訳『経営と勤労意欲』ダイヤモ
ンド社、昭和29年）．
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E 成長モデル
前述したようK、モーティベーション管理の理論の第三段階は、マグレガ一、
，、ーズバーグ念どK代表される現代の理論である。とうした理論が登場するとと
K念るのKは、心理的K健全な個人は成長を通じて自己を実現するととを欲求す
(e) 
るとして、伝統的念公式組織の在夕方を批判した0.アージリス ~Ohri目
Argyr i目）l'C負うととろが大であった。（9)
さて、マグレガーの理論であるが、それは簡単Kは次のようK要約するととが。
できょう。企業が成功をbさめるKは、その重要念条件のーっとして、経営者が
組織内の人間行動を管理しえ左ければ念ら左い。ととろで、近年のそーティベー
ション検念どの進歩Kよって、人聞は欲求する動物であるとと、人聞の欲求は重
要性Kしたがって階層を念しているとと、す念わち最下位Kもっとも重要左生理
的欲求（physiological nee d目）があD、続いて安全の欲求（ safety
nee d目）、社会的味求（目ocial need目）、自我の欲求（ egoi目tic
need目）があり、最上位K自己実現の欲求（ne白de for aelf-fulf-
ilユment）があるとと、また、充足された欲求はもはや行動のモーティベータ
ーとはなDえないとと、念どが明らかにされたm
とうした理論の成果κ立脚し、今日の企業にないて従業員の低次の欲求が比較
的満足されている事実を認めれば、そζでのモーテイベーシヨンの力点は高次の
欲求に置かれざるをえ念＜~ってきているといわざるをえ念い。 ζ うした状況の
もとでは、伝統的念命令と統制による管理会よびしたがってその根拠と念って
きた人聞の本性Kついての誇仮定 一－x理論（Th自ory X）一寸ま不適
切となり、それに代る新しい諸仮定と新しい管理とが必要とされるととに念る。
その要請に応えうる新しい諸仮定がY理論（Theory Y）である。 Y理論の
玉念仮定は次のよう左ものである。＼1）通常の人聞は本来的κ仕事を好まぬもので
はない。条件次第で、仕事は満足の源泉と念 b、自難句K遂行される。（2）したが
って、外部からの統制bよび処罰の脅威は、組織目的の達成に組織メンバーの努
力を払わしめる唯一の手段ではない。人聞は自分自身が打込んでいる目的の達成
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K沿いては、自己命令と自己統制とを行念うものである。（4）目的に打込む程度は、
それを達成するととKよって得られる報酬の関数である。とうした報酬のもっと
も重要念ものKは、自我の欲求bよび自己実現の欲求の満足があり、またこれら
は、組織目的の達成K向けられる努力の直接の成果でありうる。
とのよう念諸仮定は、命令と統制による管理から新しい管理への移行の可能性
を意味している。新しい管理とは、従業員が企業自的の達成に努力を払うととκ
よって、従業員自身の目的す念わち従業員の高次の欲求が充足されうるような条
件を生み出す管理、すなわち統合の原則（Prineiple of integra-
ti on) VCよる管理である。
現代の企業は、主理論川とづくとうした管理を実施することやって、はじ
めて今日の事態K前進的K対処することができるようになる。すなわち、ぞうす
るζとによってとそ、現代の企業はその目的をもっとも能率的K達成する ζとが
可能K左る。
要するに、マグレガーは、現代の企業にないては、モーテイベーションの力点
が従業員の自我の欲求なよび自己実現の欲求κ置かれざるをえ左くなってきてい
るとと、そしてとれらの欲求は組綴目的の達成にないて充足されうること、した
がって、現代の企業が成功を会さめようとすれば、それは、従業員の企業目的達
成への努力にないて、とれらの欲求が充足されうるようにしなければ念ら念いこ
とを主張した。
次に、ハーズバーグの理論をみよう。それは簡単vcは次のようK要約するζと。
ができるであろう。
職務態度K関する諸要因Kは、玉として職務満足（jon 自ati日:faction)
K関連するものと、主として職務不満（job di日日at1日faction) VC関連
するものとの、明確K区別される二組の要因群がある。
職務満足の決定因として重要左ものは、達成・承認（達成K対する）・仕事そ
れ自体・責任・進歩の五要因であり、職務不満の決定因として重要左ものは、会
社。政策と管理・監督技術・給料・対人関係・作業条件の五要因である。 ζれら
-32-
二組の要因群は、その性格にないて明確K異左っている。す念わち、満足要因は
従業員が行念う仕事に直接関係し、不満要因はむしろ従業員がその中で仕事に従
事する環境念いし状況に関係する。
ハーズパーグは、とのよう左不満要因は、主としては職務不満を防止する役割
を果たすのみであるととろから、との要因を衛生要因 (hygie首e factor) 
と呼び、とれK対して、上述のよう念満足要因は、従業員をよタ優れた職務の遂
行Kモーテイベートするととろから、 ζれを動機つけ要因伊ot i~a tor）と呼
ぶ。
ハーズパーグKよれば、人間Kは本来環境K由来する痛みや不快を回避したい
という動物的欲求と、仕事の達成を通じて精神的成長念いしは自己実現を遂げた
いという人間的欲求の二つの基本的欲求があるという。不満要因は前者の欲求κ、
満足要因は後者の欲求K関連する。企業は、従来、従業員の動物的欲求にのみ注
目し、人間的欲求をないがしろKする傾向があった。しかし、とのままの状態が
続けば、現代の企業はもはや人聞を有効に生かすととができ念〈念り、したがって
とれまで以上の進展を続けるととは望みえな〈左る。
要するK、ハーズパーグは、現代の企業が成功を続けようとすれば、それは、
仕事の達成を通じて精神的成長まいし自己実現を遂げたいとする従業員の人間的
欲求が、企業にないて充足されうるようK配慮し念ければ念ら念いことを主張し
たのである。
さて、マグレガ－ j>~ よび，、ーズパーグの理論(IC $－いては、共通して、従業員が
成長ないし自己実現念どの高次の欲求の充厄を求める存在であるζとが認識され
て j>~!J、現代の企業κ沿いては、モーティペーシヨン管理の力点はとうした欲求
κ置かれざるをえ念〈なってきているととが主張されている。従業員に対すると
うした認識は新たな認識であタ前述の生存モデル合よび人間関係モデルにはみら
れ左かつえ認識である。そζで筆者は、成長ないし自己実現に刺戟される人聞を認
識した、マグレガ－:j;"-よびハーズバーグK代表されるモーティベーシヨン管理
の理論を、その「成長モデル」と呼んで、生存モデルbよび人間関係、モデルから
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明確K区別するとととする。
注（8) Cf. Ohri自 Argyrie, Pe T自On a 1 it y and Or g an i za--
~旦旦1 Haper & Row, Pu日 ieher自， 19 57 （伊吹山太郎・
中村実訳『新訳・組織とパーソナリティー』日本能率協会、昭和45年）・
(9) との点K関しては、拙稿「アージリス『組織とパーソナリテ←』」『別
冊中央公論・経営問題』昭和46年春季号参照。
UO) Of. Doug1ae McGegor, The Human Side of Enterー
主主主旦三1 McGraw-Hi11 Book Company, 1nc., 1960, 
pa r七I（高橋達男訳『新訳・企業の人間的側面』産業能率短大出版部．
昭和45年）．
(1) Of. Frederick Herzberg,,Bernard Ma u日ner, and 
Bar bar a B. Sn yd e r man, The M O七1vat1on to work, 
2ni ed., John W11ey & sons, 1nc, 1959 and Fred ・
erick Herzberg, Work and the Nature Of Man, 
The World PUb11目h1 n g C o • , 1 9 6 6 , e e p. ch a p e • 6 
and 9 （北野刺信訳『仕事と人間性』東洋経済新報社、昭和43年）．
N 都内中小企業t亡診けるモーティベーション管理の実態
上述してきたように、モーティベーシヨン管理の理論は、その生存モデルから
人間関係モデルへ、そしてさらκ成長モデルへと進展して現在κ至っている。
本節では、とうした理論の状況K関連して、東京都Kシける中小企業のモーテ
イベーション管理の実態をみてみるとととする。
以下に用いる資料は、東京都商工指導所と東京商工会議所が、昭和45年5月
に都内の中小企業従業員の定着Kついて行なった実態調査の結果にもとづいてい
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る。 (l:?)
との調査は調査表によるものであり、有効回答総数は66 4社、うち製造業が
3 7 0社、卸売業が29 4社である。製造業37 0社の規模別内訳は、 1～19 
人65社、 20～4 9人12 8社、 50～9 9人71社、 10 0～2 9 9人83 
社、 30 0人以上23社である。釘現業29 4社の規模別内訳は、 1～9人68 
社、 10～1 9人63社、 20～2 9人52社、 30～4 9人49社、 50人以
上62社、である。
ζの調査は都内の中小企業が従業員の定着対策として、す念わち従業員の組織
への参加を継続させる対策として、昭和44年にもっとも力を入れて実施した施
策Kついて調査している。それによれば、第1表K示されているように、製造業
では、「賃金面での改善Jが68＂＇でもっとも多〈、次いで「作業環境の改善 J
が35 ＂＇、続いて「福利厚生施設の改善 J:j;~ よび「労働時間面の改善J がそれぞ
れ18 ＂＇、 14 ~でそれK次いでいる。その他の対策はすべて 1 0 ＂＇程度 κとど
まっている。卸売業にないては、第2表に示されているようK、「賃金面での改
善」が82~で圧倒的K多〈、次いで「作業環境の改善J~よび「労働時間面の
改善」がそれぞれ35＂＇、 30 ~で比較的多〈、続いて「福刺厚生施設の改善J
r文化・スポーツ活動J:j;~ よび「新入社員教育J がそれぞれ 1 8 %、 14 ＂＇、12 
~でそれらK次いでいる。
卸売業~:j;＇いては、製造業K比して「賃金面での改善」「労働時間面の改善J
KはるかK大きな力が注がれているとと、また製造業K沿いてばらつきの少念か
った「文化・スポーツ活動」「苦情処理念どの制度」「監督者教育」「新入社員
教育」「父兄との連絡を密にする」の施策κばらつきが多〈みられるとと念ど、
定着対策のパターンは製造業のそれとやや異なるが、にもかかわらず共通してい
いうるととは、「賃金面での改善」が何といっても対策の中心を念している点で
あD、またとれを含む「労働時間面の改善J「作業環境の改善」「福剰厚生施設J
の施策が対策の重要部分を占めている点である。すなわち、定着対策として慮、
暗
共通して、経済的ならびに物的条件の改善K力点が恥かれているのである。
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第1表 定着対策としてもっとも力を入れた施策（製造業む
全 賃 作 労 福 文 苦 監 新 そ
金 業 働 刺 化 情 入
面 環 時 厚
． 処 督
間 生 ス 理 社 ので 境 施 ポ ~ 者
の の 面 設 ど 員
改 改
の の ツ の 教 教
体 普 普
改 改 活 能。 育
他
普 普 動 度 育
全 体 1 0 0 68 35 1 4 1 8 8 8 1 0 8 9 。
1～ 1 9人 1 0 0 66 35 20 24 5 1 2 3 。6 。
規
2 0～ 49人 1 0 0 65 48 1 5 1 9 8 1 0 9 3 1 2 。
模 5 0～？？人 1 0 0 77 49 1 7 24 7 1 3 8 8 4 。
)jlj 1 0 0～2 9 9人 1 0 0 67 45 1 9 28 1 3 7 23 1 3 25 。
3 0 0入札と 1 0 0 57 29 26 1 7 26 1 3 34 30 1 7 。
2ヨ以上白項目を回答している鋪却渇ゐので各項目の百分牽の合計は100~を超えム
第2表定着対策としてもっとも力を入れた施策（卸売業）
全 賃 作 労 福 文 苦 監 新 そ
金 業 働 矛U 化 情 入
面 環 時 厚
． 処 督
間 生 ス 理 社で 境 施 ポ ~ 者 の
の の 面 設 ど
員
改 改
の の ツ の 教 教
密κ する体 善 善 改 改 活 情リ 他善 善 動 度 育 育
全 体 1 0 0 82 35 30 1 8 1 4 9 7 1 2 4 。
？人 1 0 0 75 41 33 1 5 7 3 2 3 7 。
規
1 0～ 1 9人 1 0 0 85 3 7 29 20 1 2 1 2 3 3 5 。
模 20～ 29人 1 0 0 87 29 1 9 23 1 2 6 8 1 0 2 。
月リ 3 0～ 4 9人 1 0 0 88 34 28 20 22 1 4 8 20 6 。
50人以上 1 0 0 81 38 44 22 1 9 8 1 4 25 2 。
2つ以上の項目を回答している会位があるので各項目の百分率の合計は1o o~を超える。
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との実態は、モーティペーシヨン管理の現代の理論す左わちその成長モデルの
主張とはおよそ縁遠〈、それは、ほとんどその生存モデルの段階Kとどまってい
るといわなければ念ら左い。つまり、上述の調査にみるかぎり、都内の中小企業
では、従業員のモーティベーション管理は、全体としては、ほとんどその生存モ
デルの段階Kとどまっているというととができるのである。
次κ、との問題を規模別に検討してみるとととする。まず製造業Kついて注目
される点を記すととKしよう。
まず、「賃金面での改善」「作業環境の改善」について、 10 0入札上の規模
でではあるが、規模が大きく念るKつれてその比率が次第に減少している。「労
働時間面の改善」「監督者数育」「新入社員教育J「文化・スポーツ活動Jでは、
規模が大きく念るにつれてとれらの施策が重視される傾向が認められる。「労働
時間面の改善Jについて 1～19人の規摸で20 %と比率がやや高いのは、特別
の改善を必要とする実態があることの民映と判断するととができるであろう。
1 0 0人以上の規模にまずいて、重点の置かれた上位四施策の順位が10 0人未
満の規模のそれと異左ってシタ、全体として施策のパターンK差がみられる。と
<tic、 30 0人以上の規模では、「監督者教育」「新入社員教育」「文化・スポ
ーツ活動」がそれぞれ34%、30 %、 26%で、他の規模の場合K比してか念
D多〈、との規模の施策のパターンは、他の規模のそれとか左タ異在っていると
いう ζとができる。
製造業の規模別傾向について概していいうるととは、規模が大き〈左るにつれ
て、「賃金面での改善」「作業環境の改善」の重要度が相対的K減少し、「監督
者教育」「新入社員教育」「文化・スポーッ活動」の重要度が相対的に増加して
いることである。定着対策としての「監督者教育」「新入社員教育J「文化・ス
ポーツ活動」の狙いは、主として人間関係の改善ないしは良好左人間関係の保持
Kあると考えられ、したがって、製造業tic：！≫いては、規模が大きく在るKつれて、
従業員のモーテイベーション管理に生存モデルの段階から人間関係モデルの段階
への移行の兆が感じられるというととができる。
-3日一
次K、卸売業について注目される点を記すととにしよう。
まず、「作業環境の改善」「労働時間面の改善」は、 20～2 9人以上の規模
についてであるが、規模が大きく在るにつれて、その比率が次第に高〈在ってい
る。また、「新入社員教育」「監督者教育」の施策でも、やはり、規模が大きく
左るにつれて、それらが重視される傾向が認められる。
3 0人以上の規壊に沿いて、「新入社員教育J~＇よび「文化・スポーツ活動」
がそれぞれ30～4 9人の規模で20%と22%、50人以上の規模で25%と
1 9 %で、他の規模の場合に比してかなり多いということができる。
卸売業の規模別傾向κフいて概していいうるととは、規模が大きく左るにつれ
て、一方にないて「作業環境の改善」「労働時間面の改善」の物的側面について
の施策の重要度が相対的K増大するとともに、他方vu轟いて、「新入社員教育」
「文化・スポーツ活動」「監督者教育」の人間関係的側面κついての施策の重要
度も相対的に増大していることである。卸売業にないても、製造業の場合と同様、
人間関係的施策は規模が大きく左るにつれて多〈とられる傾向があるが、他方、
同時に物的施策も卸売業では規模が大きく念るにつれて多〈とられる傾向があり、
さらに、両者の重みKてコいていえば、製造業の場合に比して、卸売業では、物的
施策に相当に大き念力が置かれているとみるととができる。したがって、卸売業
の場合にも従業員のモーティベーシヨン管理には、規模が大き〈左るにつれて、
人間関係モデルの段階への移行の兆が全くみられないわけでは念いが、製造業の
場合＆主異なって、むしろ、卸売業に公いては、規模別検討にないても、念仏従
業員のモーテイベーション管理は、ほとんどその生存モデルの段階Kとどまって
いるとみるととが適切であろう。
注 (12) 東京都商工指導所・東京商工会議所『都内中小企業VL~＇ける従業員の定
着状況と対策』東京都商工指導所、昭和45 年6月~·よび岡庶務諌調査広報
係「資料中小企業κなける従業員の定着状況と対策J『商工指導』必228
( 1 9 7 0年6月）参照。
-38-
中小企業金融問題接近へのー視点
稲垣 寛
はじめに
本報告のねらいは東京都VCPける中小企業問題の所在を、特にその金融的側面
について明らかにすることにある。
中小企業問題を特K東京都という地域K限定してヨ考察するととの意義は二つ程
挙げるととができる。一つは、我国VCPける中小企業問題が都内中小企業の中K
集約された形で現われているのではないかという推測に立つ時、東京都の中小企
業問題を明らかKするととを通じて、我国中小企業の問題を具体的且つ鮮明K押
えるととができるという点である。後K見えるようK、都内中小企業が全国中小
企業K占める大き左比重からとのよう念推測が成立すると考える。
第二は、東京都の再開発という観点から都内中小企業の将来について検討する
とが早急な課題と在って来ている点である。都市の過密化は都内企業の事業活動
の機能を益々低下させてb夕、そのことは都内中小企業について特K強〈言える。
従って、 ζの観点から東京都Kなける中小企業問題の所在を明らかにするととは、
東京都以外の諸都市にbいても将来発生することがJ予想される都市化と中小企業
との緊張関係を解明する手がかタと念り得る。
右の観点から中小企業問題を把握するためにも、第一の立場、即ち東京都内中
小企業を全国との対比VCPいて位置づけ、両者に見られる共通点念らびK東京都
VCPける特異点を浮き彫.!:1vcするととが必要と念る。以下では先ずさしあたって、
我圏中小企業の近年VCi'>＇ける動向を概括するととから始めよう。
一我国中小企業の近年の動向
中d企業は、多くの問題をかかえながらも、とれまで我国経済の中で重要な地
位を占めてbh 中小企業の倒産件数の大きさKもかかわらず、拡大しつつある
産業活動全体の中Kあって中小企業のシェアーはむしろ微増さえしている。個別
企業のライフ・サイクルは非常K短命であるUてもかかわらず、企業群全体として
中小企業を眺める時、そとK見られる強靭念バイタリティーは何K依るのであろ
う治包
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先ず事業所数によって中小企業のシェアーを見ると、 46 5万K上る我国の金
事業所（昭和44年、以下同様〉のうち、中小企業（資本金5.0 0 0万円未満ま
たは従業者数30 0人未満の企業）は約46 2万で、 99・5パーセントという
大き念比重を占めている。
従業者数でも、中小企業は非農林水産業に念ける総従業者数3.5 0 0万人の
7 7・1パーセントK当たる2.7 0 0万人を数えている。
事業所数、従業者数に対応して、事業活動K沿いても中小企業は全産業の中で
大き念地位を占めている。即ち、それを製造業について出荷額で見ると、全出荷
額41兆1.6 2 0億円のほぼ50パーセントK当たる 20兆6.1 8 0億円を中小
企業が占めて辛子り、との比率は昭和30年代前半から維持されている。多削、売業
Kついてその販売額で見ても、近年そのシェアーは低下したと言い念がら、.62兆
7. 6 6 0億円の全販売額のうちほぽ50バ一セント強K当たる31兆2.7 8 0億
円を中小企業が占めている。
次K、このよう念全国レベルK:to－ける中イ企業の比重の中で、東京都内の中小
企業がどの程度のシェアーを占めているかを見ると、先ず、事業所数では、全国
中小企業の11・1パーセント舶和41年、以下同様〉を都内中小企業が占め
ている。また従業者数では、そのシェアーは14・4パーセントK達している。
更K事業活動Kついて見ると、製造業K:to－ける出荷額では17パー セント、、卸小
売業Kなける販売額では19・6パーセントにも達している。以上から東京都K
bける中小企業が我国中小企業全体の中で占めるシェアーはきわめて大きいと言
える。
（注）全国レベルKなける数字は「中小企業白書J昭和44年度版よD、また東
京都の数字は、都経済局「中イ企業金融資料J昭和45年度版ょpそれぞれ
引用念らびK作製したものである。
昭和30年代、特Kその前半までK見られた我匡艇済構造の特徴は、一口K言
って資本の不足と豊富低廉念労働力の存在であれあるいは技術．あ邑網K見ら
れる後進性であった。そして ζのよう左状況が中小企業の存立を支える基盤とし
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て作用し、中小企業はその上に立つてはじめて、我国経済κbける大き念地位を
とれまで保持し得たと言える。
しかし、中小企業をとD巻〈とれまでの経済環境はζ乙一両年の聞に急激K変
わDつつある。次K、「中イ企業白書」昭和44年度版によって、 ζのよう念状
況の下に訟ける中小企業の動向を概観してbとう。
白書κよれば、確かに中小企業全体としての事業活動は相変わらす官発である
と言える。即ち、 44年10月K景気の底入れがあって以降、中小企業全体とし
て制活動は、設備投資の増勢、堅調念消費支出、順調な輸出等に支えられて好調
K推移してあサ、中小企業の生産、販売は好水準の伸びを示し、企業収益も好調
を持続している。
唱しかし、 ζのよう念事業活動の拡大を、同期間K辛子ける大企業の伸びと比較す
るとき、従来からの格差が相変わらず存在しているととを指摘できる。即ち、中
小企業の生産活動を中小製造業Kついて見ると、昭和42年、 43年、 44年に
お吋る対前年上昇率はそれぞれ 14・7パーセント、 12・9パー セント、 13・
5パーセントと高い水準を示しているが、 ζれを大企業について見ると、 22パ
セーント、 19・6パーセント、 18・1パーセント、いずれの年度にないても
中小企業の伸びを上回る大き念伸び率を示している。
中小企業問題はその金融問題に帰着すると従来言われてきたが、との面~:Jo-い
ても、 40年代前半について言えば、中小企業は大企業K勝〈て資金調達力が弱
〈、資金内容も不安定で借入条件も劣って公D、大幅念改善は見られてい念い。
金融面K見られる問題点κついては次節で改めて取D上げる。
以上K加えて、昭和30 年代後半にはじまった労働市場~:Jo-ける需給基調の変
化、即ち労働力不足の拡大進行は、中小企業による労働力確保を一段と困難念も
のにしてきてb夕、金融調達問題と並んで新たに労働力確保という困難念隷題K
中小企業は直面せざるを得念〈念った。
との聞の事情を併比ば学卒者以外の求人倍率（求人数／氷職者数）の推移Kよ
って見ると、昭和41年までは求職者数が求人数を上回る状態であったのが、42
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年からとの関係が逆転し、特に新規高校卒、 bよび新規中学卒については、 44 
年にはそれぞれ、 5・8倍、 4・8倍と非常に高い倍率を示めすに至った。
労働市場{IC ；！；，~けるとのよう左変化が規模別企業に与えるひっ迫の度合を新規学
卒者の充足率〈就職者数／求人数〉によってみると、多〈の菌で中小企業問題を
集約的K背負っていると言える中規模中小企業〈従業者数30～？？人〉 κなけ
る充足率の落ち込みが特K著し〈、 41年から44年K至る新規中学卒走らびK
新規高校卒の充足率の下落は、それぞれ、 26・6バーセントから 13・2パー
セント、走らびに、 37・6パーセントから 20・2パーセントという数字を示
している。
とのよう念状況の下Kなける個別中小企業の労働力確保の努力は、中小企業全
体としての著しい賃金上昇率をもたらし、それは大企業{IC ；！；，~ける上昇率を上回っ
た。中小企業にbける賃金上昇を通じて、大企業と中小企業の賃金格差は全体と
して縮少しつつあるが、中小企業のこのような努力Kもか』わらず、新規兵学卒者
の中小企業への就職割合は年々低下してなり、更に中小企業からより規模の大き
左企業への転職、いわゆる上向移動が進んでいるのが現状である。
大企業との聞の賃金格差の縮少κもか』わらず、労働力市場に沿いて中小企業
の地位が低下をみせているのは、賃金格差以外K、福利厚生面、労働時間、作業
環境等の面で両者の間K相変らず大き左格差が存在しているととK依ると言える。
中小企業K見られる金融難と労働力確保の困難というこつの基本的左陸路κ加
えて、更{IC、技術革進を伴走う経済の大型化、近年更に著しい物価上昇、中小企
業製品の輸出市場Kなける競争激化、或いは、都市Kなける過密化の衝す等、中
小企業を取りま〈環境の変化は中小企業のとれまでの存立基盤を極めて厳しいも
のκしつつある。
特κ東京都の再開発という観点からとれら激変しつつある環境の諸面を考える
時、いわゆる都市化の進展と中小企業の関係を正し〈把えるととは非常κ重要念
課題となる。
白書（ 4 5年） {ICよれば、中小企業の密集地帯である城東地区C台束、墨田、
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江東、江戸川、葛飾、足立の7区）に沿いては、「輸送事情の悪化によって製品、
原材料の搬出入K影響を受けているJ企業が圧倒的念数K達している。また同地
区ltC~ける工場公害についての苦情申立件数は 4 1年の74 2件から43年Kは
9 9 8件と急よ昇している。人口と産業の都市集中は、とのようK過密公害をひ
き起としているが、これらの防止費用の増大は、中小企業の資金調達上の負担を
頁K重いものにしている。
後半で検討する如〈、政府念らびに東京都では各種の制度倣資を通じて、過密
防止bよび公害防止を目的とする中小企業の団地への移転助成を行走っているが、
ー且は団地進出を行念った企業が密集地帯K再び戻っているクースも少念〈左〈、
必ずしも成功していると言え念い。いずれKしてもそのよう念実態は中小企業の
多様念性格の一端を示している。
また、都市化の進展は交通網の発達と相まって、流通市場の広域化を促がして
~！：＞、その結果都市部になける大規模卸売業の営業地盤の拡大とその周辺部κb
ける中小卸売業の地位の低下という現象が進行しはじめている。
中小企業をめぐる環境の変化について概括したが、以下では特κ中小企業の資
金調達面Kついて若干検討してみたい。
二金融面K見られる特徴
中小企業R嘱はその金融問題K帰着するという言い方は、中小企業の資金調達
力が極めて弱いととを端的K表明している。
一般に中小企業の金融難と言われる内容を大別すれば三つに分けられる。一つ
は、長期安定資金の調達力が極めて弱〈、大企業の調達力との間κ大き念格差が
存在する。第二K、その資金調達状況が大企業K比べて不安定である。第三に、
大企業と比べるとその調達条件が悪い。
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第1表規模別資本調達状況
（単位：：カ月分、係）
よ＼寸空 中小企業 大 企 業調達額 構成比 調達額 構成土
（流動資本） (4.町 (68.9) (5.1) (54.1) 
うち短期借入金 1.2 1 8.1 1.4 1 5.1 
うち買入債務 2.5 3 8.6 2.4 2 5.3 
（固定資本〉 (2.0) (31. 1) (4.4) (4 5.9) 
うち長期借入金 0.6 9. 1 1. 7 1 Z4 
うち．社 債 0.0 0.0 0.3 3.4 
うち資 本 金 0.4 5.7 1. 0 1 0.3 
うち 書面j 余 金 0.7 11. 0 0.8 9. 1 
ぷ同為 計 6.5 1 0 0.0 9.5 1 0 0.0 
資料：大蔵省「法人企業統計季報」
44年5月末調達残高曲調達額＝
4 4年1～5月の月平均売上高
第I表から明らかな如〈、中小企業の資本調達額を月売上高に対する割合でみ
ると、ほとんどすべての項目K沿いて大企業を下回るが、特K長期借入金につい
ては顕著である。
資金調達状況の不安定性は、一つに、第I表の資本構成比率によって、固定資
本比率が大企業との比較にないて著し〈低いととからうかがえる。即ち、固定資
本のみでは固定資産を賄い切れず、不足分を流動資本Kよって、それも不安定性
の強い買入債務によってその多〈を補っている点にある。他方、金融機関の対中
小企業貸出残高の動きからも ζのよう左不安定性が指摘できる。す~わち、従来
は、金融事i締の開始と共にその貸出増加額が減少するのが通常であb、それは対
大企業貸出の動きと逆と念った。言いかえれば、金融引締の度K中小企業は限界
的資金需要者の立場K置かされてきた。
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次K資金調達条件を借入金剰によって見ると、第E表から知れるように、表面
金利Kついて大企業との聞に格差が存在する。大企業l'C~いて高い長期借入金比
第E表表面借入金刑格差
（単位：的
年度 4 1 42 43 規模
大 企 業 8.3 8. 1 8.2 
中小企業 役5 9. 0 役1
資料：大蔵省「法人企業統計季報J
支挺~u息・審問料
曲表面借入金利＝
金融機関借入金＋その他借入金＋審毘停形＋社債
率左らびK、中小企業K沿いて多〈要求される拘束性預金を考慮すれば、実質金
利の格差は更K大きいと言える。
更に、長期借入金そのものの借入期間も大企業と比べると相対的K短い。
とのように中小企業の資金調達伏況、特K金融機関からの借入金は、幾つかの
点で大企業の場合よりか念D厳しい制約下に置かれている。
このようえt格差をもたらしている要因Kついては多〈を指摘できるが、大別し
てそれは、第－l'C中小企業の体質そのものの脆弱性に依るものと、第二に我が国
の金融構造の特徴K発する要因とから成っている。
中小企業全体として見られる担保力の不足信用力の乏しさ、不況抵抗力の弱さ
を考える念らば、中小企業向け貸出の危険性が大企業主タ大き〈、従って、その
よう念危険コストを加えた貸出金利Kついて大企業との格差が発生するととは当
然であろう。中小企業が資金調途上不剰左条件下に置かれているという従来の一
般的見解の中には、ともすれば、中小企業の内部要因K発する格差K冷静念自を
向けるととを怠る場合があbはし念かっただろうか。
他方、我が国の企業金融の特徴は、間接金臓に見られる。大企業l'C~ける ζれ
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までの旺盛念資金需要は、未発達念資本市場の下で、専ら市中銀行を中心とする
民間金融機関ならびK政府系金融機関を通じて賄われてきた。とのよう念状況の
下で、金融機関が短期且つ小口の中小企業向け貸出を資金需給調整の手段として
操作し、結果的K中小企業が金融機関にとってのクヲションの依置K置かれたと
ともある意味では当然であろう。
更に、戦後一貫してとられてきた硬直的念低金利政策は、金利体系のゆがみを
もたらしているが、民間中小企業専門金融機関が金融ひっ迫期K常に貸出を抑え
てコーJレ市場で資金運用を行左うというとれまでのパターンを、硬直的念各種金
利左らびにその体系のゆがみの存在と切り離して説明するととは不可能であろう。
従って中小企業の金融難一般を、金融機関の大企業への貸出優先という現象と並
列させ、金融機関と大企業との歴史的念癒着関係を殊更に強調するととは、中小
企業の金融問題を正確に捉える上でむしろ阻害的K働きかね念い。
更に、 .tLとの如き我が国金融構造自体が、昭和40年以降漸次変化しつつある
点も強調されるべきである。す念わち、 30年代K見られた大企業tとなける旺盛
な設備投資資金需要のとこ一両年~$~ける伸び率の低下は、自己蓄積の増加と相
まって市中の資金需給基調を緩和方向K向かわせている。
第E表 金融樹菊¢総貸出残高K占める中イ企業向け貸出残高の推移
（単位：係）
ぷ前竺？ 44 39 40 41 42 43 (9月末）
全国銀行 (4 z 9) (4 6.4) (4 z 1) (4 6.4) (4 5.3) (4 4.9) 
（信託勘定を含む占 2 0.3 1 9.9 21.1 2 1.1 2 0.8 2 0.7 
民間中小企業 (4 3.5) (4 4.6) (4 4.1) (4 4.6) (4 5.2) (4 5.7) 
専門金融機関 1 8.5 1呪2 1 9.8 20.3 2 0.7 2 1.1 
政府系中小企業金融機関 (8.4) （~：~） (8：~） (8.9) (9.4) （役4.~）3.6 3. 4.1 4.3 
その他共中小企業向け (1 0 0.0) (1 00.0) (1 0 0.0) (1 00.0) (1 00.0) (1 00.0) 
貸出し合計 4 2.5 4 2.9 44.9 45.6 4 5.8 4 6.1 
資約：中小企業金融公庫「金融統計月報」
組 1. ( ）内は、中小企業向け貸出しK占める各金融機関の・ンエア。
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第N表全国銀行の中小企業向け貸出しの増加 （単位：~）
39 40 4 1 42 43 
44 
(9月対
3 0.4 3 0.3 3 2.4 3 2.9 3 2.7 32.9 
資料：中小企業金融公庫「金融統計月報」
とのととは第E表念らびにN表から知れる。す念わち、全国銀行の貸出残高κ
占める中小企業向け貸出の割合は40年代K入って上昇傾向を示してなり、中小
企業専門金融機関の資金運用Kついても同様の指摘ができる。
他方基本的Kは財政需要の拡大を賄うために、 40年以降実施された長期普通
国債の発行、それK関連して行なわれつつある長期資本市場の整備開発は、我が
国！＇（$－ける従来の資鎖盾環の流れを大き〈変えつつあ夕、他方それは金融政策の
機能化とも相まって金矛U体系の格差を漸次是正する方向K作用している。
金融市場の ζのよう左変化は、基本的K中小企業の資金調達問題を供給面にb
いて緩和させると予想すべきであろう。
政府念らびK東京都による中小企業への多角的念制度融資へのルートの今後の
あb方を考える時、中小企業にとって、右の如〈予想される民間金融市場の変化
を正確聞握するととの必要を強〈指摘してbきたい。
三中小企業対策についての覚沓
最後に、従来のいわゆる中小企業対策について若干の指摘を行念ってみたい。
中小企業問題の従来の対処の仕方には大別して二つの立場が見られる。一つは、
中小企業の存在を経済の発展過程にbける推移現象として把えようとする言わば
自然陶汰論の考え方である。との立場から左される中小企業対策論は、中小企業
の大規模企業へのスムース念移行、発展的解消をねらい念がら結果的K中小企業
の過保護へと傾斜しがちである。従ってその施知立社会政策的色彩の捜いもので、
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経済合理性が犠牲にされる場合が少左〈をい。
他方κ、中小企業群は現在左らひ・vi:将来にわたっても十分左存在理由を有する
ものであるという立場から玉張される対策論がある。との立場によれば、中小企
業が本来の存在理由Kもかかわらず、大企業K較べて常に不剰在地位に置かれて
いる点K基本的念問題があるとされ、このよう念格差を是正するための積艦悦
中小企業対策が必要であると考える。しかしとの立場から¢摘策も結果的には第
ーの立場と同様に中小企業に対する過保護に堕する場合が少念〈念いp
二つの見方に荷量する特徴は経済合理性Kついての十分念認識を欠いている点
である。特に後者Kむいては、中小企業の存在理由を我国経済にないて今日まで
中小企業が占めてきている比重に求め、それを単純に将来に投影させている場合
が多い。しかしとれまで考察してきたように、急激左構造変化の進行過程にある
我国経済の中で中小企業の将来についての位置付けを行左うととは容易では念い。
どのよう左観点から中小企業の比重を把えるにしても、その把握が動態的念視点
から左されるととが不可欠である。従来併巴握の仕方はとの点について必ずしも
十分であるとは言え念い。
また、中小企業は大企業K比して特に金融面にたいて不利念条件下に置かれて
いるとしばしば言われている。一般的Kそのように言えるとしても、それらが中
小企業の体質に発する内部要因Kよるものか、或いは外部からの構造的要因K主
るものかについての検討が不十分のま込K残されている。その一例は、借入金利、
または借入条件の格差についての論議に見られる通りである。
中小企業全体に対する押し並べての弱者保護的念政策は、中小企業の自己努力
の芽をつみかねない点K留意する必要がある。大企業との生産性格差はむしろそ
のために相対的には拡大しつつあるとも言える。
その結果生じる圏内資源のマル・アロケイシヨンは、単に一国の経済効率、ひ
いては社会厚生の増大を血害するばかDでは念い。開放体制下の今日、開発途上
国の追い上げによって中小企業の輸出市場は狭撞化するKとYまらず、海外中小
企業製品の圏内への逆輸入によって、個別中小企業の存立基盤は益々厳しいもの
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に念ってきているが、とのととは一人中小企業のみ念らず我国経済そのものが激
化する国際競争場 に辛子けるシェアーを失う ζとKも念Dかね念い。
以上の諸点K照らして、先頃出された中小企業政策審議会企画小委員会の報告
を見る時、そとにーヲの示唆を汲み取る ζとができる。ナ念わち、昭和43年7
月に提出された同委員会の中間報告である「今後の中小企業政策のあD方につい
てJは、その基本的姿勢を「経済の合理性のさし示す方向K沿いつつ中小企業の
振興をはかる」ととに置き、更に施策K当つては「中小企業者の自助努力を前提
とすべきである」と主張している。
間報告の意義は、その玉旨表明によタ単にこれまで過保護に堕しがち念個々の
施策の方向 K対して歯止めの役割を果すことが期待される点にあるのみで
は左〈、ある意味では、とれまでの中小企業対策の基本的方向全体を大きく転換
させるようえt方唆を十分K含んでいる点Kあると言える。
す念わち、中小企業群を構成している個別企業は、大まかに言って上位の優良
ないし中堅企業若手と、最下位に来る零細小規模企業群、そして両者の中聞に位置
する中規模企業群の三つK分けられる。端的K言って、将来の中小企業対策の対
象は、中聞に位置する中規犠企業で念〈ては念ら念い。例えば多岐にわたる各種
の爺l匪融資を最も刺用しやすい立場にあるのは前の二つのグループである。一般
的に言えば、上位企業は既K蓄積した十分な担保力と、更には親会社の信用保証
とKよって、大口の且つ安定した資金を引き出すζとのできる立場にある。
一方、最下限の零細企業が必要とする生業資金は、無担働j、口資金の引き出し
によP賄い得る。資金調達に限定して言う念らば、前者Kついては中小企業K特
有左金融再唱は存在し念いと言える。また後者について必要とされる生業資金の
供給については、経済政策の立場よ Dむしろ社会政策の観点から積極的に検討し
直す必要があろう。
従って中小企献す策の対象は、第三のグループ、す念わち中イ企業の中で最も
大き在比重を占め、且つその資本力の不足を克服し左い限タ新しい経済環境の中
では企業形態として存続、成長し得ない中規模企業というととに念る。
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との第三のグループが国民経済全体K占める比重を考える念らば、「中小企業
残存論j、あるいは「自然陶汰論」の何れの宰場をとるかにかかわらず、弱者保
護的な政策が国民経済Kもたらすマイナスの効果は無視するととができ老い。従
来の中小企業対策は、結果的K同グループκ対して悪しき温床を与えて来てはい
念いだろうか。更Kそのととは、－第一のグループの自己努力を阻み、第二のグル
ープVC::J>~ける絶え間念い脱落、参入と相まって結果的K安易念「残存論」を成立
させるととには左らなかっただろうか。
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